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薬価低下政策と医薬晶需要の実証分析
ーシミュレ}ション分析による薬価制度改革の予測と評価一

姉川知史*

この研究は日本の1980年から1997年の医薬品産業全体のデータを使用して、医薬品需要量の決定要因を推定した。需
要量の薬価弾力性と市場販売価格弾力性を区別して推定し、医薬品需要量は市場販売価格に対して弾力的であると共に、

さらに薬価に対する弾力性も一0.61であったことを示した。これは1980年以降の薬価低下政策が医薬品需要量を増加さ
せるように作用して、政策担当者の意図に反した医薬品支出額増大のあったことを意昧する。さらに推定結果を利用して

シミュレーションを行った結果、 1992年以降の需要量減少が構造的であることが示され、同年に行われた薬価政策変更
の影響の大きさが推定された。さらに1997年以来、議論されている薬価制度改革のもたらす経済的帰結を予測、評価し
た。そこでは、政策内容を「需要量の薬価弾力性j、「薬価低下率」、「市場販売価格低下率jの組合せによって表現し、薬

価制度改革が2005年までの将来にわたって需要量、医薬品売上額、生産者余剰、薬価差益、薬価比率にどのような影響
を与えるかについて定量的な予測を行った。この結果、政策の経済的帰結の予測と評価が可能となった。例えば薬価水準

が需要量に影響を与えないような政策がとられた場合、市場価格の低下が需要量を増大させるが、生産者余剰、市場販売

価格表示の売上額は停滞すること、他方、薬価表示の売上額は減少すること等が数値によって予測された。このとき薬剤

費抑制という政策担当者の意図は実現されるが、製薬企業・卸業者の利益は停滞すること、市場販売価格が薬価を上回り、

その差額が患者負担となる可能性が増大することなどが示された。

キーワード:医薬品、薬価、需要、価格弾力性、シミュレーション

1岡序

日本の薬価制度はその導入以来、頻繁な修正

が重ねられてきたが、最近になって薬価制度そ

のものの改革が提案された。具体的には厚生省

(1997) 1)、与党医療保険制度改革協議会(1997)2) 

がこれまでの薬価制度に代る新しい薬価制度と

して「日本型参照価格制度」を提案し、その内

容、導入の是非をめぐって1997年以来、厚生省医

療保険福祉審議会の制度企画部会を中心として、

*慶廃義塾大学大学院経営管理研究科教授

さまざまな議論が行われてきた注l。薬価制度に

よって影響を受ける医師、薬剤師、製薬企業、

卸業者、保険者、経済団体等の関係主体はそれ

ぞれの見解を公的に明らかにし、独自の提案を

行った注2.3。この薬価制度改革は国会において立

法化されて実現されることになるが、その立法

化が遅れていることに示されるように関係主体

の合意形成が極めて困難となっている。

合意形成が困難となっている理由はいくつか

ある。第 1は、薬価制度改革において実現され

るべき政策目的が明確でなく、しかも、関係主

体聞の政策目的の合意がないという点である。

例えば政策担当者は医療保険財政の観点から薬
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剤費抑制を最大の目的としているように思われる

が、これは必ずしも政策目的として明確には主張

されてはいない注4。また薬剤費抑制が国民福祉や

経済的厚生とどのように関連するかについては全

くと言っていいほど検討されていなしミ。このよう

な状態で各種の関係主体が互いに異なる政策目的

を個別に追求しているため、政策の合意形成が困

難である臼 5。第2は、薬価制度改革の議論におけ

る多様な提案が実際にどのような経済的帰結をもた

らすかについて客観的予測が示されていない点であ

る。薬価制度改革に関する提案や議論の多くは関係

主体の専門家の制度的知識に基づくものであり、提

案の経済的帰結予測のための理論的分析、実証分析

のいずれも欠けている註6。政策担当者や関係主体の

提案や議論はそれぞれ、独自の政策目的と利害関

係に強く影響されている可能性があり、客観的予

測が示されないかぎり合意形成は困難で、ある。第

3は、薬価制度改革は最終的にはそれによって最

も影響を受けるはずの国民の利害によって判断さ

れるべきであるが、政策担当者と専門家によって

構成される関係主体の議論によって政策意思決定

がなされるため、具体的な関係主体として関与で

きない国民は政策論議に直接に参加することがで

きない。また国民は、政策主体や関係主体の専門

家に匹敵するような経験的知識や制度的知識に欠

けるため、実際に提案された具体的な提案を評価

して世論を形成し、政策決定に影響を与えること

もできないでいる。

このような現状を前提とするとき、薬価制度改

革の理論的分析や実証研究を行い、制度改革の経

済的帰結を客観的に予測して、それを国民の判断

材料として提供することが必要であるO そこでこ

こでは薬価制度と薬価低下政策の定量的実証分析

を試みる O このような薬価制度、薬価低下政策に

関係する理論的分析、実証研究はほとんど存在し

ない。例外的に次のような実証研究が存在する。

lkegami et al. (1994) 3)は医療機関が高薬価の新

薬を使用する傾向が大きいことを実証している。

また、医療経済研究機構 (1996) 4)とlkegamiet 

al. (1998) 5)は医療機関の医薬品処方様式を分析

するために、患者の診療情報、処方情報、医療機

関の特性情報を結合したデータを作成し、それを

利用した統計分析を行っている。そこでは薬価低

下にも関わらず、医薬品支出額(薬剤費)が減少

せず、薬剤費が上昇していることを確認している。

しかし、現在の薬価制度改革に関する各種の提

案の経済的帰結を予測し、評価するためには、ま

ず薬価、市場販売価格、薬価差、需要量の聞にど

のような関係が成立するかを理論に基づき明らか

にする必要がある。この研究はこれまでの薬価低

下政策が医薬品需要量にどのような影響を与えた

かについて、次の点を強調する実証研究を行う。

第lは、医療機関・薬局の医薬品需要量を需要関

数として定式化し、需要量の決定要因である薬価

と市場販売価格、それ以外の効果を区別する点で

ある。第2は、各種の薬価制度改革の提案を、そ

れが実現する需要量の薬価弾力性、薬価低下率、

市場販売価格低下率の程度によって区別し、それ

ぞれの要因の組合せが医薬品需要量、生産者余剰、

売上額、薬価差といった基本的変数にどのような

影響を与えるかをシミュレーションによって予測

することである。第3は、医薬品の処方デー夕、

販売取引データ等の詳細な個別データは利用せ

ず、医薬品産業全体に関する公開情報のみに依拠

して、薬価政策の分析を行う点である註70

以下の論文は次のように構成される。第2節は

薬価低下政策の制度的背景を簡単に述べ、薬価制

度改革の政策的課題を要約する。第3節はこの実

証研究で用いる理論と方法を検討し、第4節はデ

ータについて記述する O 第5節は実証研究の結果

を述べ、第6節では結論とこの研究の限界と応用

可能性について検討する。



2.薬価制度改革の課題

日本における医薬品の価格規制は医療保険制度

における薬価制度の下で行われてきた。医療保険

制度では、保険医療で使用される医薬品の費用の

一定比率を患者が負担し、残りを医療保険が負担

し、医薬品を供給する保険医療機関あるいは保険

薬局に対して支払われる。政府、具体的には厚生

大臣が、その費用の基準を定める「薬価基準Jを

設定し、その基準の変更によって医薬品薬価の価

格規制を行ってきた。この薬価制度の運用はこれ

まで頻繁に変更されてきた。その変更内容は例え

ば厚生省保険局医療課(1998) 6)によって要約さ

れている。それらの変更がどのような政策課題に

応えるものであるかは必ずしも明記されてはいな

いが、次のような政策的課題があったと解釈でき

る。

第lの課題は、同ーの医薬品の範囲をいかに定

義し、同一の医薬品における薬価に関して「一物

一価」の原則をどの程度まで実現すべきかという

点であった。薬価制度において1978年に導入され、

長く薬価制度の中心にあったのが「銘柄別収載方

式」である。これは「市場実勢価格を薬価基準価

格に的確に反映させる目的で採用された方式」

(厚生省保険局医療課 (1990，p.43))とされるが、

結果として、製品別に薬価を設定し、同一成分、

同一規格の医薬品の聞においても薬価の相違が生

じることになった。しかし、同一成分、同一規格

の医薬品において「先行品」と、その特許終了後

に参入した「後発品jあるいは「ジェネリック品」

とがあるような場合に、両者の価格差をどの程度、

政策的に設定すべきかは薬価制度の重要課題であ

った注80

第2の課題は、医療機関・薬局とに支払われる
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「薬価」と、それらに対する卸業者の納入価格で

ある「市場販売価格」との聞の講離である「薬価

差」をいかに解消するかという点であった。現行

の薬価制度のもとではこれまで大きな薬価差が存

在し、それが医療機関・薬局の実質的な収入とな

ってきた。このとき医師は薬価差を収入として実

現するために薬価差の大きな医薬品の処方を強く

動機づけられることになる。これに対して政策担

当者は医薬品の市場価格を基準に薬価を低下させ

ることで対応してきた。すなわち「薬価調査」に

よって市場販売価格を調査し、それを基準とする

「薬価算定方式」を適用して、継続的に薬価改定

を行ってこれを低下させ、薬価差解消を図ってき

たのである。とくに1992年度からは新しい「薬価

算定方式」であるいわゆる iRゾーン方式」が採

用され、薬価の市場価格に対する比率の許容範囲

が年と共に縮小されるような薬価算定方法が採用

された。この結果、 1998年時点においても依然と

して薬価差が残っているものの、薬価差の規模は

確かに縮小してきた。したがって、薬価制度にお

いて薬価差が原理的に発生しないような制度をど

のように実現するか、現在残っている薬価差を完

全に解消すべきか否か、解消すべきとすればどの

ような手段によってなされるべきかといった点が

薬価制度改革の課題となった。

第3の課題は、医薬品支出額抑制のためにどの

ように薬価低下政策を用いるべきかという点であ

った。医療支出額の増加を前にして、政策担当者

は薬価低下政策を医薬品支出額抑制の目的で用い

てきた。これは医療保険制度の維持、財政支出の

抑制という政策目的の実現のためにされたと考え

られる O しかし、医薬品支出額抑制は結果として

政策担当者の意図したようには成功しなかった。

これは1980年代以降の医薬品需要が薬価に対して

必ずしも非弾力的ではなかったことを意味する。

この原因とされたのが「新薬シフト」と呼ばれる
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現象である。これは薬価低下に対して、医師が薬

価差の大きい医薬品の処方を増大させ、供給側の

製薬企業も薬価の低下した医薬品に代えて高薬価

で薬価差の大きい医薬品の供給を拡大したことを

指す。

以上の 3つの政策課題はそれぞれが独立したも

のではなく相互に関係する。例えば第1の課題に

関連して先発品と後発品の間で「一物一価」が成

立すべきという主張は、第3の課題である薬価低

下政策を意図してなされた。また、第2の課題に

おける薬価差の存在は、第3の課題における薬価

低下政策の根拠として用いられた。現在行われて

いる薬価制度改革においてもこれらの課題が改め

て問題とされている。

3. 理論と方法

この研究では医薬品需要量の決定要因を次のよ

うに定式化する。医薬品は製薬企業が生産し、卸

業者に販売し、それを卸業者が医療機関・薬局に

販売する。このとき医療機関・薬局の医薬品需要

量は医師の処方によって決定される。製薬企業か

ら卸業者に対する販売価格をpMと表示し、卸業者

から医療機関・薬局に対する販売価格をPとし、こ

れを「市場販売価格」と呼ぶ注9。ここで(p_pM)は

卸業者の医療機関・薬局に対する市場販売価格

と、製薬企業の卸業者に対する販売価格との差で

あり、卸業者にとっての「マージンJを示す。このマ
ージン率(m)をpMに対して次式で定義する。

(1) 8ale'" = P"'q =一一一一一ー・ q
(1+m) 

また、製薬企業から卸業者に対して支払われる

各種のリベートについては分析の単純化のために

存在しないものとする。製薬企業の売上額

(8αleM)はその販売価格 (pM)と生産量 (q)の

積 (pMq)で表わされ、これが医薬品生産額と等

しいと仮定する。さらに分析の単純化のために製

薬企業と卸業者を統合した「医薬品供給企業」を

想定し、これが医薬品を医療機関・薬局に市場販

売価格 (p)で供給すると想定する。また、この

医薬品供給企業はその医薬品に関して独占企業と

して行動し、市場販売価格を設定すると仮定する。

これは特許期間中で後発品のない医薬品について

は妥当な仮定である。

他方、医療機関の医師は患者を治療するために

医薬品を処方する。医療機関の医師は医薬品の処

方に際して次の二面性を持つと想定する。第 1に、

医師はその医学的知識に基づき、治療の観点から

処方内容を決定し、患者負担の最小化に努めると

いう側面である。これは医師が患者の完全な代理

人(エージ、エント)として行動する場合である。

患者に対する治療内容が低下しないのであれば、

医師は患者の薬価炉)負担を最小化するような

処方を行う。例えば薬価 (P)の低下は患者負担

の低下を意味し、患者の消費における医薬品の所

得効果が正値の正常財 (normalgood)の場合は

患者の医薬品需要量は増大する。したがって医師

が患者の完全な代理人として処方するときには医

師は需要量を増加させるように処方する。このと

き医師の処方ひいては医療機関・薬局の医薬品需

要量は薬価 (P)の減少関数となる。他方、医薬

品需要量は市場販売価格 (p)には依存しないこ

とになる詑100

医師の第2の側面とは医療機関・薬局の薬価差

益を実現するように処方する可能性があるという

点である。これは医師が薬価差益の帰属する医療

機関・薬局の代理人(エージ、エント)として行動

する場合である。特に「医薬分業Jが進んでいな

い場合には医師が自らの経済的利益を追求する

と考えられる。このとき、薬価が低下し、市場



販売価格を含む他の条件は変化しないと、薬価

差が減少し、医療機関・薬局の代理人としての

医師は需要量を減少させるような処方を行う。

また、市場販売価格の低下は、他の条件が変化

しないときは薬価差の増加を意味し、医療機

関・薬局の代理人としての医師は需要量を増加

させるような処方を行う。この結果、医療機

関・薬局の需要量は薬価 (p) と市場販売価格

( p )の双方の関数、例えば薬価差

(P -p)の増加関数となる注~

この研究では医師が患者の代理人であると同時

に医療機関・薬局の代理人でもあるとして、それ

ぞれにとって不完全な代理人である状況を想定す

る。このとき医薬品需要量 (q)は薬価 (P)と

市場販売価格 (p)の双方に依存すると定式化で

きる o このように医師の処方において患者の代理

人、あるいは医療機関・薬局の代理人としての動

機が働く可能性があり、したがってそのいずれが

強く働くかについては理論的に解決できず、実証

研究で確認しなければならない。そこで需要 (q)

を薬価 (P) と市場販売価格 (p)の両方の関数

として特定化し、さらに医薬品需要量の薬価 (P)

に対する弾力性 (α) と市場販売価格 (p)に対

する弾力性 (η) とが一定であると仮定する注120

このとき医薬品需要量は薬価と市場価格の比率で

ある「薬価比率 (p/p)Jに対しでもその弾力性

(α)が一定となる。このような 2条件を満足す

る需要関数として次の関数を特定化する。

qt = kt [i ] a(Pt)や=kt ~tr(Ptia+ ε刊

q 医薬品需要量

:期間

p 薬価

p 卸業者の市場販売価格

k 価格以外の需要量変化要因を表す定数
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ぴ :需要量 (q)に対する薬価 (P)の影響を

表わし、需要量の薬価に対する弾力性で、正、負、

零のいずれの値も取りうる。

η(=ー α+ε 需要量 (q)に対する市場販

売価格 (p)の影響を表し、需要量の市場販売価

格弾力性で、負の値をとると予想される。

この式に誤差項を付け加えた(2 ) ，式を推定

することに関しては次のような方法上の問題があ

る。第1の問題は薬価と市場販売価格の系列の聞

に強い相関(相関係数が0.99)が存在することで

ある。したがって通常の推定方法によっては市場

販売価格に対する弾力性 (η)、薬価に対する弾

力性 (α)とを区別して推定することができない。

第2の問題は同時性の問題で、市場販売価格 (p，)

と誤差項が相関する可能性があり、(2 ) ，式に普

通最小自乗法を適用した推計は不偏推定値ではな

くなる。第3の問題は年間データを利用して推定

するときにはサンプル数が少ないことである。こ

れらの問題を解決する有効な方法として個別医薬

品の時系列データを使用し、しかも同時牲を考慮

して推定する方法がある。姉川 (1999)7)はこの

方法をとっている。しかし、医薬品全体に関する

薬価制度、薬価低下政策の経済的帰結と政策評価

を行う目的として個別データを収集することは極

めて困難である。そこで本研究では次の前提の下

で、医薬品全体の集計的データを使用して推定す

る方法を採用した。

(前提1) 薬価は薬価基準によって決定され、

当期においては所与であり、医薬品供給企業はこ

れを変化させることができない。他方、医薬品供

給企業は当期において市場価格を変化させて医薬

品需要量を変化させることができる。

(前提2) 医薬品供給企業は(2 )式で表さ

れる需要 (q，)に直面し、各期の利益 (π，)を最

大化するように各期の市場販売価格 (p，)を決定



力性を推定するには、独占度を計測すれば良く、

そのためには各期の市場販売価格 (p，) と限界費

(MC，)が判明すれば良い。ところが、この限

界費用を直接に推定するのは極めて困難で、ある。

そこでこの研究では次の方法で限界費用を推定

し、その推定値を用いて独占度と、需要の市場販

売価格に対する弾力性を求めることにする。まず、

医薬品の供給費用はR&Dや広告・販売促進費等

の固定費用が大きく可変費用は小さい。さらにそ

の限界費用は医薬品価格に対してわずかな部分し

か占めないと予想される。このような限界費用を

1980年の医薬品市場販売価格の一定比率であると

仮定し、しかもそれが1980-1997年に定率で変化

すると仮定する。このように暫定的に導いた限界

費用指数によって、需要の市場販売価格に対する

弾力性(不)を(6 )式によって求める。

に(2 )式を変形して(7)式を導く。

用
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する。

(前提3) 各期の限界費用MC，(=吾ξ)と
し、さらにそれがサンプル期間における市場販売

価格低下率である年率 3%の一定比率で低下す
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る。

前提 1、2については許容可能な前提であろう。

前提3は需要の市場価格弾力性がサンプル期間で

一定であることを暗黙に前提としている o (3) 

式の一階の条件から (4) (5)式が得られる。

( 3 ) 

最=qt ( Pt ， pd + Pt器ーすす器=0 (4) 

πt = Ptqt (Pt， Pt) -C (qt (Pt， Pt)) 

さら

( 5 ) 一」一一 I= Pt (1+_1 ) = ~ι 
」L.21lnt aqt 
qt dPt-

Zt三 dzkt目α (7) ( 5 )式を変形して(6 )式に変形できる。

I 
17t 

Lt= Pt-MCt 
Pt 

この式は各期におけるq，、R、耳、丸、 σ、P，の聞

に成立する関係を表す。そこでは暫定的に設定し

た限界費用に対応する工、さらにq，、P，、耳が既

知であり、他方丸、 σが未知であり、これらを推

定する必要がある。このためにそれぞれがサンプ

ル期間において一定で玉、 aで表されると仮定

して(7)式の対数を取り(7)'式に変形する。

(7)' 

( 8 ) 

ここでは ιは人口増加、年齢構成、疾病構造の

logZt三 logqt-1Jtlog Pt 

= Clog/Z +仙)+ alog (五)+ (} t 

=log玉+alog (五)+μt 

誤差項は次のように定義される。

μt=υt+8t 

ここでL，は市場価格と限界費用の差の市場価格と

の比率であり、独占度を表わすLearnerlndexで、

ある。各医薬品は特許やブランドロイヤルティ等

によって、さらに承認制度の存在によって競合製

品の導入が遅れるため、一定期間の聞は市場を独

占することが可能であり、この意味で独占力を持

つ。したがって医薬品市場全体を表す集計的な市

場価格指数は限界費用指数を上回り、独占度は正

の値をとると考えられる。この医薬品の独占度は

需要の市場販売価格に対する弾力性(一 η，)

逆数と等しくなる。

医薬品供給企業が利益最大化を目的として市場

販売価格を決定するときには(6 )式が満足され

る。そこで医薬品需要の市場販売価格に対する弾

( 6 ) 

の



変化等のような薬価、市場販売価格以外の要因で

しかも時間とともに変化する変数である。また、

んはlogP，と相関しないと仮定し、さらに誤差項

(μ，)の期待値は 0、その共分散行列は対角要素

が (σ;)の対角行列と仮定するO これらの仮定

の下でOLS(普通最小自乗法)を(7)，式に適

用すれば、 Logkと五十の不偏推定値を求めること

ができる。

このようにして求められた需要関数の係数と現

実の薬価低下率、市場販売価格低下率を用いれば、

需要量の予測値が導かれる注130 ここでは(9 )式

を利用して、薬価低下率、市場販売価格低下率で

説明される需要量の変化率を求める。この各年の

予測需要量変化率の1980年から当期までの積によ

って、各年の予測需要量が求められる。

(子y=a(千)+ι(サ) (9) 

ぜ=1 . (子J.( ~~3 y..-(子J(10) 
このとき、予測需要量と現実の需要量の差の平方

和によって以上のモデルの適合性を表す。そこで

暫定的に仮定された限界費用指数について、 1980

年の医薬品市場販売価格の比率と、 1980-1997年

の変化率をさまざまに変化させて、その限界費用

指数による予測需要量が現実の需要量にそれぞれ

どの程度合致するかという検討を繰り返す。この

ような「感度分析jによって最終的に使用する限

界費用の系列を選択することができる。

次に異なる薬価制度改革の提案を区別し、その

経済的帰結を評価する基準を設ける必要がある。

すでに述べたように、現実の薬価制度改革論議に

おいては薬価設定方式のあり方と、それぞれの提

案がどのような薬価を実現するかについては活発

な議論が行われた。これに対して、仮にそのよう

薬価低下政策と医薬品需要の実証分析 61 

な薬価が実現されたとして、それが医薬品需要量、

売上額、医薬品供給企業の生産者余剰、薬価差益

等についてどのような経済的帰結をもたらすかに

ついてはほとんど検討が加えられず、議論がなさ

れていなし、。そこで本論文では薬価制度改革の各

種の提案とそれが実現する「需要量の薬価弾力性

(a) J、「薬価低下率」、「市場販売価格低下率」

の組合せによって要約する。このときそれぞれの

組合せが医薬品需要量にどのような影響を与える

か、さらに製薬企業、医療機関・薬局の所得分配

にどのような影響を与えるかという基準で評価す

る。所得分配上の影響は余剰分析の枠組みでなさ

れる。これを各期において表すのが図 1である。

ここでd-d 曲線は医師が決定する医療機関・薬

局の需要曲線を表す。これは患者・消費者の需要

曲椋とは異なる op，が薬価、 Rが卸業者の市場販

売価格、 q，*が医薬品供給企業の利益を最大化する

供給量である。ここでは供給量と需要量は一致す

ると仮定する。医薬品供給企業の売上額はP，q，ぺ

医療機関・薬局の医薬品購入額を薬価で評価し

たものカヲ，q，.である。このとき医療機関・薬局の

「薬価差益」は (p，-p，)q，*となり、生産者余

剰は(p，-MC，) qiとなる oMC，qiは医薬品供給の

総可変費用を表わす注九これらの数値の水準と変

図1 医薬品の需要と余剰分析

P 

d 
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薬価差益ームI...E

市販場売価格 P 一一一
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化によって薬価低下政策の評価を行うことができ

る。

4.データ

本研究では暦年で1980年から1997年の医薬品産

業のデータを利用した分析を行う。医薬品を厚生

省『薬事工業生産動態総計j(各年) 9)の「医療

用医薬品」と「その他医薬品」として定義し、そ

の名目生産額を「医薬品売上額」とし、さらに

1980年を100として指数化する。このとき次の点

が指摘される。第1は薬価制度の対象となるのは

「医療用医薬品」であるという点である。しかし、

この研究の売上額は1980年を100とする指標によ

って測定されるため、医薬品全体と医療用医薬品

の指標の相違は最大年でも1.8%と小さく、いず

れを用いても分析結果は変わらない。第2に、上

記の薬事工業生産動態統計の医薬品生産額とは、

製薬企業の生産を主に製薬企業の卸業者に対する

販売価格によって評価したものである。ところが

この研究では製薬企業と卸業者を統合した医薬品

供給企業を想定しているため、その売上額は生産

量を卸業者の市場販売価格で評価すべきである。

これは製薬企業の売上額 (SaleM) と卸業者のマ

ージン総額の合計である。

ここで卸業者の医療機関・薬局に対する医薬品

の販売価格である市場販売価格 (p)は日本銀行

調査統計局『物価指数年報j10)における「国内卸

売物価指数」の「医薬品」の指数を利用する注九

その1985、90、95年を基準年とする各平均指数を、

基準年の指標が一致するような比率で変換してリ

ンクし、これをさらに1980年を100として指数化

する注16。この卸売物価指数は主に第 1次卸業者の

販売価格を調査したものであり、製薬企業の販売

価格に第 l次卸業のマージン率 (m)を加えたも

のであると解釈できる((I)式)。このマージン

率 (m)は公的データによっては明らかにされな

表1 医薬晶主要指標
(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) 

生(9産)量
薬価改定期日 薬価引下率 薬価指数 市場販売価格指数 薬価比率 売上額 売上額指数 売上額指数

百分率 (注) (市場販売価格) (市場販売価格) (薬価) 指数
名目値

1980=100 10億円 1980=100 1980=100 1980=1.0 

年
1980 180.0 100.0 1.80 3，482 100.0 180.0 1.00 
1981 E月1日 -18.6% 146.5 94目。 1.56 3，679 105.7 164目7 1.12 
1982 146.5 89.6 1.64 3，980 114.3 186.9 1.28 
1983 H引日 -4.9% 139.3 84.8 1.64 4，032 115.8 190.3 1.37 
1984 3月1日 -16.6% 116.2 78.9 1.47 4，026 115.6 170.3 1.47 
1985 -6.0% 109.2 74.6 1.46 4，001 114.9 168.3 1.54 
1986 -5目1% 103.7 73.3 1.42 4，280 122回目 173.9 1.68 
1987 103目7 73.0 1.42 4，825 138.6 196.9 1.90 
1988 4月1日 -10.2% 93.1 69.5 1.34 5，059 145.3 194.7 2.09 
1989 4月1日 2.4% 95.3 69.4 1.37 5，502 158.0 217.1 2.28 
1990 4月1日 -9.2% 86.6 67.1 1.29 5，595 160.7 207.2 2.39 
1991 86.6 65目7 1.32 5，697 163.6 215.6 2.49 
1992 4月1日 -8.1% 79目5 64.8 1.23 5，574 160.1 196.7 2.47 
1993 79.5 63目7 1.25 5，695 163.6 204.1 2.57 
1994 4月1日 -6.6% 74目3 63.1 1.18 5，750 165.1 194.3 2.62 
1995 74目3 62目2 1.19 6，16日 177.1 211.6 2.85 
1996 4月1日 -6.8% 69.2 60.9 1目14 6，100 175.2 200目2 2.88 
1997 4月1日 -3.0% 67.2 日0.9 1.10 6，147 176.5 194.5 2.90 

平均変化年率 一0.042 -0.029 -0.030 0.034 0.034 0.005 0.065 

注)薬価指数は1980年の市場販売価格を100とする。



いが、これが仮にサンプル期間を通して一定とす

れば、製薬企業の販売価格 (pM) は市場販売価

格 (p) と等しくなる。

他方、医薬品の生産量指数は製薬企業の売上額

を (11)式で除し、さらにそれを1980年の医薬品

売上額を 1とする指数で表す注170

1980年の医薬品の市場販売価格を100とする。

医薬品産業全体にとっての薬価指数炉)は存

在しないため次の手続きでこれを作成する。まず

薬価指数巨)の1980年の値を180と仮定する。

さらに薬価改定時に厚生省によって発表される

「薬剤費ベースでの引下げ率J(東京医薬品工業協会

(1997)) 11)を各暦年に累次使用して積を求める注~

薬価指数と市場販売価格指数の比率によって薬価

差益の大きさを表す注190

医薬品産業全体を細分化した分析については、

「抗生物質製剤」と「循環器官用薬」の区別が可

能であり、医薬品産業全体と同様のデータを利用

する。
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さらにアメリカ合衆国の医薬品産業については、

その売上額はPhRMA(1998) ，PhRMA Annual 

Su仰 ey12)の"DomesticU.S. Sales" (1997年は推定値)、

市場販売価格については、 U.S.Department of 

Labor， Bureau of Labor Statistics (1998)ゅの"PPI

for Pharmaceutical Preparations"をf吏用した。

5 .実証研究の結果

( 1 )主要指標

表1に暦年の主要指標を示す。第 l欄と 2欄は

薬価改定期日とその引下率を示す。第3欄は薬価

指数、第4欄は市場販売価格指数、第5欄は薬価

比率を示す。薬価指数は1980年の市場販売価格を

100とする指数で表す。これは1980年の180.0を最

大として年平均4.2%の率で低下している。 1989年

には消費税導入に伴い薬価が上げられている。他

方、市場販売価格は2.9%の率で低下している。こ

図2 医薬品の生産量指数 (1980=1.0)
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の結果、薬価比率(子/P，)は1980年の1.80から

1997年の1.10にまで低下している注20。表 1の第6、

7欄は市場販売価格で評価した売上額の名目値、

その指数を掲載している。売上額指数は1980年を

100として、 1997年には176.5と年平均3.4%の増加

率を示している。第8欄は薬価指数で評価した売

上額の名目値を示す。これは市場価格表示の売上

額に薬価差益を加えたものであり、医療保険にお

ける「薬剤費」を表す。この指数は1980年には

180.0で、その後は低下傾向を示すが、 1980年代

後半に再び増加に転じ、 1989年の217.1でピーク

に達する。しかし、その後は薬価低下率が増大す

ると共に低下して、 1997年には194.5となり、全

期間で年平均0.5%とほとんど変化していない。す

なわち薬価指数で評価した近年の医薬品売上額あ

るいは薬剤費は計算上は1980年初頭とほとんど変

化していない。第9欄は生産量指数であり、 1997

年には1980年の2.9倍となり、日本の医薬品生産

価格成長でなく量的な拡大によって特徴づけられ

ることが示される。

表2 限界費用とη，αの推定値

1980年の限界費用 5 10 15 20 
その後、毎年3%低下

可の平均値 -1.06 -1.12 -1.19 -1.2フ
aの推定値 -0.61 -0.57 -0.53 -0.48 
(標準偏差) (0.049) (0.047) (0.050) (0.059) 
決定係数(Rう 0.91 0.90 0.87 0.80 
需要量の予測誤差の平方和 0.081 0.078 0.074 0.071 

(注 aはいずれも1百水準で有意。予測誤差の平方和は限界費用、 1-aの組合せと、薬価、市場販売価格の低下年率によって予測した需要量と実際の需要量の誤差の平方和で定義した。

表3 可変費用、生産者余剰、薬価差益、売上額

2 3 4 5 
可変費用指数 生産者余剰指数 売上額指数 薬価差益指数 売上額指数

(市場販売価格) (薬価)

1980 年 5.0 95.0 100.0 80.0 180.0 
1981 5.5 100.2 105.7 59.0 164.7 
1982 6.0 108.3 114.3 72.6 186.9 
1983 6.2 109.6 115.8 74.5 190.3 
1984 6.5 109.1 115.6 54.7 170.3 
1985 6.6 108.3 114.9 53.4 168.3 
1986 7.0 115.9 122.9 51.0 173.9 
1987 7.7 130.9 138.6 58.3 196.9 
1988 8.2 137.1 145.3 49.5 194.7 
1989 8.7 149.4 158.0 59.1 217.1 
1990 8.8 151.9 160.7 46.5 207.2 
1991 8.9 154.7 163.6 52.0 215.6 
1992 8.6 151.5 160.1 36.6 196.7 
1993 8.6 154.9 163.6 40.5 204.1 
1994 8.5 156.6 165.1 29.2 194.3 
1995 9.0 168.1 177.1 34.4 211.6 
1996 8.9 166.3 175.2 25.0 200.2 
1997 8.6 167.9 176.5 18.0 194.5 

平均変化年率 0.06 0.03 0.03 -0.08 0.00 
NPV(0.05) 85.5 1510.6 1596.1 624.5 2220.6 
NPV(0.10) 57.6 1014.9 1072.5 464.9 1537.4 

(注)NPV(0.05)、NPV(0.10)は割引率問、 10協のときの1980年時点での現在価値。



限界費用指数の推定については1980年のそれを

5、10、15、20のいずれかであり、市場販売価格

のサンプル期間の年平均低下率である3%と同じ

比率で低下する場合を想定してみた。(6 )式に

よって限界費用に対応する需要の市場販売価格弾

力性 Cilt)が求められ、さらにlogZ，が計測され
る。それぞれの限界費用の系列に対応する五ーは

(7) ，式を推定することで求められる。表2は限

界費用の系列、五一、 IJtの平均値、(7)，式の推

定式の決定係数、さらに需要量の予測誤差の平方

和を記載している。需要量の予測誤差の平方和は

限界費用の系列の選択によって大きく異なること

はない。他方、(7)，式の推定式の決定係数は

1980年の限界費用が5のときに0.91で最も大き

い。したがって本研究では限界費用の指数は1980

年が5であり、それが年率3%で低下するという
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系列を採用する。このときτ=-0.61となる。こ

れは他の決定要因が不変のときに薬価指数 (J5，)

の1%の低下が需要量を0.61%増大させることを

意味する。このように薬価低下あるいは薬価比率

(P，Ip)の低下が需要量を増大させたことが確認

される。

表3はサンプル期間における可変費用、生産者

余剰、薬価差益の変化を記載している。 NPV

(0.05)とNPV(0.10)はそれぞれ割引率を 5%と

10%としたときの1980年時点における現在価値を

示している。限界費用と生産量の積である「可変

費用」は売上額に比べて極めて小さい。 1980年の

売上額を100とすると市場販売価格で評価した売

上額は割引率を10%とする現在価値で1072.5であ

るのに対し、可変費用は57.6である。他方、生産

者余剰は1014.9で売上額の大半を占める。薬価指

図3 1992-1997年の医薬品需要量シミュレーション
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実績値 19S().1991年，a~-O.62，薬価低下年率~-6.4%，市場販売価格低下年率~-3.7%
実績値 1992-1997年，a~-O.26，薬価低下年率~-4.1%，市場販売価格低下年率=ー1.2%

Case1. a ~-O.25，薬価低下年率~-4.0%，市場販売価格低下年率=ー1.5%
Case2. a ~-O.25，薬価低下年率~-6.0%，市場販売価格低下年率~-3.5%
Case3.す~-O.62，薬価低下年率~-4.0%，市場販売価格低下年率=ー1.5%

Case4.す~-O.62，薬価低下年率~-6.0%，市場販売価格低下年率~-3.5%
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数で評価した売上額は現在価値で1537.4となり、

市場販売価格表示の1.4倍となっている。薬価差

益は1980年の80.0を最高にし、 1叩99貯7年には1路8

までで、縮小している。割引率を10%とする現在価値

は464.9で薬価表示の売上額の30%と、 1980-1997

年の期間における薬価差益の規模は大きい。

( 2 ) シミュレーション

医薬品需要量は1991年を境にその成長率が低下

し、構造変化が起きたと考えられる。そこで上記

の方法を1980ー1991年サンプルに適用した結果を

用いて、 1992年からの構造変化のシミュレーショ

ンを行う。 1980-1991年のサンプルにおいては

五=ー0.62、薬価低下年率=-6.4%、市場販売価

格低下年率=-3.7%、1991-1997年のサンプル

における玄=-0.26、薬価低下年率=-4.1%、市

場販売価格低下年率=-1.2%であった。これら

の数値とその近似値を用いて、図 3のCase1か

ら Case4までの場合を想定した。現実の需要量

はCase1 (す=-0.25，薬価低下年率=-4.0%、

市場販売価格低下年率=-1.5%)に最も近い。他

方、 1980-1991年の実現値に近い値を用いたCase

4 (a = -0.62、薬価低下年率=-6.0%、市場販

売価格低下年率=-3.5%)であれば需要量を生産

量指数で3.8にまで上昇したはずである。医薬品

需要量に関する1991年前後の構造変化はこれらの

数値の変化、すなわち互の絶対値が小さくなり、

薬価低下年率、市場販売価格低下年率が小さくな

って実現された。そのような要因として1992年の

薬価制度改革が考えられる。これはいわゆる iR

ゾーンj方式を初めて採用したものであり、薬価

調査による各医薬品の薬価データを加重平均値に

一定価格幅を上乗せして新薬価を設定した。この

政策の変化は1992年からの医薬品需要量の量的抑

制をもたらした原因として考えられる。

次に現在問題となっているこれからの薬価制度

改革の経済的帰結を予測し、それぞれの政策を評

価してみよう。以下の前提でシミュレーションに

表4 薬価制度改革の実現する薬価政策の組み合わせ

(政策の共通内容)薬価指数は1997年67.0、1998年65.0、市場販売価格指数は60.0、59.8とする。 1998-1999
年までは現行の薬価制度の下で、薬価に対する弾力性(吾)はー0.25、市場販売価格に対する弾力性 Ci7)はー1.051、
薬価低下年率lま4.0%、市場阪売価格低下年率は1.5%とする。

(個別政策)

α 薬価低下年率 市場販売価格低下年率

Policy 1 -0.25 -6.0% -2.0，-1.5，ー1.0%のいすれか

Policy 2 -0.25 -4.0% -2.0，-1.5，-1.0%のいすれか

Policy 3 -0.25 -2.0% -2.0，-1.5，-1.0%のいすれか

Policy 4 O -6.0% -2.0，ー1.5，-1.0%のいすれか

Policy 5 O -4.0% -2.0，ー1.5，-1.0%のいすhれか

Policy 6 O -2.0% -2.0，-1.5，ー1.0%のいすれか

Policyフ O -4.0%の後-2.0% -2.0% 

Policy 8 O -4.0%の後一1.5% -1.5% 

Policy 9 o -4.0%の後一1.0% -1.0% 

注:Policy 4、5、6は薬価指数と市J品販売価絡の比率である薬価比が負の値をとりうる。 Policy7、8、9の司sfllij比は11ニ到達した年以後は薬価と市場販売価杭低下年率は等しく運
営され、薬価比は1のままとなる。



よって干食言すする。

(前提1) 医薬品需要量決定に関する理論は上記

の理論を使用し、市場販売価格に対する需要の弾

力性 (η)は上記の推定値のうち1997年の1.051

とする。薬価に対する弾力性(五)は政策に応

じてー0.25あるいはOとする。

(前提2) 限界費用は1980年が5で年率3%で低

下する。

(前提3) 市場販売価格低下年率は1.0%、1.5%、

2%のいずれかをとるとする。また、薬価低下年

率は6.0%、4.0%、2.0%のいずれかをとるとする注210

薬価制度改革は2000年から導入され、その政策

内容はすの値、市場販売価格低下年率、薬価低

下年率によって要約されるとする。ここで αは

1980-1991年では-0.62であったが、 1992-1997

年ではー0.25と変化している。現在提案されてい

る薬価制度改革では薬価低下が医薬品需要量を増

加させないことが1つの目的となっている。仮に

それに成功すればすの値は Oあるいは負の値に

なると考えられる。そこで五を Oとする場合も

想定する。以上の結果、 Policy1から 9の個別政

策を区別する(表4)。

このような前提で薬価低下と市場販売価格低下

の効果のシミュレーション結果を要約したのが

表5である。需要量、生産者余剰、市場販売価格

表示の売上額、薬価表示の売上額については年平

均変化率、薬価差益、薬価比率については2005年

における数値で要約している。

薬価水準が医薬品需要量に影響を与えるか否か

で政策効果は大きく異なる。まず、すが-0.25の

場合 (Policy1 -3 )を想定し、薬価低下が需要

量をどのように変化させるかを見る。このとき、

薬価低下年率、市場販売価格低下年率が大きいほ

ど(いずれも絶対値で大きいの意味、以下同)医
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薬品需要量すなわち生産量の増加率が大きい。さ

らに、薬価低下年率が大きいほど生産者余剰は増

大し、他方、市場販売価格の低下年率は生産者余

剰にほとんど影響しない。薬価低下年率の増大は

一見、製薬企業・卸業者の生産者余剰ひいては利

益を低下させると予想されるが、実際には薬価低

下が需要量を増加させるため生産者余剰は増加す

る。これは製薬企業・卸業者の生産量の量的拡大

が可能であれば、生産者余剰や利益の減少が回避

可能で、あることを意味する。

ところが、現在提案されている薬価制度改革案

では薬価低下が医薬品需要量を増大させないよう

な案が検討されている。これはす=0の場合と

して解釈される (Policy4 -9 )。このように医

薬品需要量が薬価に全く依存しない場合には、薬

価低下年率は生産者余剰、市場販売価格表示の売

上額に影響しない。他方、市場販売価格の低下は

需要量を増加させるが、生産者余剰や市場販売価

格表示の売上額を変化させない。また、市場販売

価格低下年率(絶対値)が小さいほど薬価表示の

売上額の低下率は大きい。これは需要量の市場販

売価格に対する弾力性が-1.051と-1より小さい

ためである。

また、薬価が市場販売価格を下回り、薬価差益

が負の値を取るときは、患者の追加的負担が生じ

ると考えられる。表5では2005年における薬価差

益額を表示している。薬価低下年率が大きいため、

薬価が市場価格を下回り、患者の追加的負担は増

大するという傾向が確認される注泣。

このような患者の追加的負担を求める政策の実

現は政治的には困難である。そこで次に薬価比率

が1を下回ることはないという制約条件で薬価制

度改革を行うとする。このとき、薬価低下年率は

1998-1999年は-4%で、さらに薬価比率がlに

達するまではこの-4%を持続し、 1に達した後

からは、それを持続させるために市場販売価格低
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薬価低下政策のシミュレーション分析(主要指標の平均変化年率と2005年の値)表5
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注1:需要量、生産者余剰、生産額の変化率は2005年の予測値と1998年の値の比率から求めた綾利方式の平均変化年率。この平均変化率の計算方法は理論値とは異なる場合がある。
例えば市場販売価格表示の生産額の予測平均変化率=需要量の予測平均変化率十市場販売価格予測l変化率の式で求めた数値との誤差が生じている。
2 薬価差益は2005年の予測1直。薬価比率は2005年の薬価指数と市場販売価格の比率。
1998ー1999は薬価低下年率=-4.0%、市場販売価格低下年率z ー1.5%とし、これが1999年の薬価制度改革によって変更されると想定する。



下年率に等しい薬価低下年率を採用することを想

定する。これが-2%、-1.5%、-1.0%となる

のがPolicy7、8、9である。これらをPolicy5 

と比較すると、需要量、生産者余剰、売上額(市

場販売価格)はほとんど異ならない。しかし、薬

価表示の売上額の低下年率は1.0%であり、 Policy

5の1.9%よりも小さく、薬剤費低下の効果は小

さくなる。

現行の薬価制度の大前提である薬価差は、

1997年時点では1980年の医薬品市場販売価格を

100とすると18.0の水準であり、これまでの市場販売

価格低下年率と薬価低下年率を持続すれば、計算

上の薬価差は2001年前後にはほぼ解消されること

が予測される。したがって薬価低下政策を持続し

ようとする限り、これに先立つて薬価制度改革を

行い、新しい薬価政策を設計しなければならない。

この意味で政策担当者が薬価制度改革を開始した

のは極めて当然の行動である。

ところが、この薬価制度改革において、政策担

当者は医療保険の維持、財政支出の抑制を主要な

目的とし、そのためには薬価低下が必要であると

いう判断に立っている。このとき政策担当者は2

つの薬価低下率の経路のいずれかを政策として追

求することになる。第lは薬価が市場販売価格を

下回ることを許容する政策である。これは両者の

差額について患者の自己負担を増加させる制度を

導入することに他ならない。実際に当初の「参照

価格制度」の提案においては市場販売価格が薬価

を上回るような場合には患者負担が想定されてい

た。この場合には薬価表示の医薬品売上額は大き

く減少していく O 例えば薬価低下年率が 2%

(Policy 6 )で、市場販売価格低下年率が 1%であ

る場合においても医薬品売上額は年率1.1%で低

下し、この意味で医療保険からの「薬剤費支出額」

は政策担当者の期待通りに低下していく。第2は

市場販売価格が薬価を上回る部分について患者負
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担を求めないという制約の下で、薬価比率を 1の

ままに維持するという政策 (Policy7 -9 )であ

る。これは薬価比率がlに達した後には薬価と市

場販売価格の低下年率を等しくする形で運用され、

仮にそれが年率 1%で両者を低下させると、薬価

表示の売上額も年率 1%で低下することになる。

国民や患者の負担は政策担当者が薬価の低下年

率を実際にどのような水準を実現するかによって大

きく異なる。市場販売価格低下年率が1.0%とす

ると薬価低下年率が2%であれば2005年までは薬

価と市場販売価格の差額に関する追加的な患者負

担は生じない。しかし、それが年率4%であれば

薬価が市場販売価格を下回り、差額の患者負担が

生じるのである。すなわち薬価が市場販売価格を

下回った後に、その差の負担が患者に帰着すると

きには患者の負担は極めて大きくなる。

6.結論と課題

本研究では1980年以降の日本の医薬品産業を対

象にして、薬価、市場販売価格、売上額、生産量

等の指数を作成して、需要量の決定要因の分析を

行った。需要量の決定要因の分析においては、薬

価と市場販売価格の影響の相違を分離する必要が

あり、需要を薬価、市場販売価格、その他の 3つ

の要因によって説明する方法を提示した。さらに

その係数の推定値を用いたシミュレーションによ

って政策の経済的帰結の予測と評価を行った。

この方法論には次の留保が必要で、ある。第1は

この研究で用いた薬価指数、市場販売価格指数の

妥当性である。ここでは医薬品あるいは薬効別医

薬品を単位として集計的指数を用いた。新薬導入

が多い場合、集計的指数の正確さは疑問視される。

また、この論文で用いた薬価指数は個別医薬品の

薬価データを集計したものではなく、薬価改定時
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に公表される薬価低下年率を使用して計算したも

のであった。したがってこれらの指数については必

ずしも理論的なものでなく近似値としてして解釈

すべきものであった。第2の問題はこの研究で用

いた医薬品産業全体を対象とする需要関数の集計

的分析がはたして適切かという点である。ここで

は薬効別に抗生物質製剤、循環器官用薬について

同様の分析を行ってみたが、これらの薬効別に薬

価、市場販売価格、需要量等の関係が大きく異な

ることが示唆された世23。当然にこれらの関係は医

薬品ごとにも異なるであろう。このとき個別医薬

品データによる医薬品の需要関数の推定が必要に

なると考えられる。第3の問題は、この研究の推

定において用いられた仮定の妥当性である。ここ

で用いられた主な仮定は次の通りであった。まず、

医薬品需要量を推定するために、それが薬価と市

場販売価格のそれぞれに対する弾力性が一定であ

るという需要関数の仮定である。次に、医薬品供

給企業がその期においては限界収入と限界費用を

一定とするような市場販売価格の設定を行うとい

う仮定である。さらに需要量のうち市場販売価格

で説明されない部分が、薬価とその他の要因によ

って(7)，式で説明されるという仮定も置かれ

た。これらの仮定が成り立たない場合は十分に考

えられる。第1に、需要関数の特定化は唯一の方

法ではない。特に需要の価格弾力性を需要曲線の

全域にわたって一定とするのは強い仮定である。

第2に供給量の調節が完全でない場合には各期に

おいて価格と限界費用を一致させることができな

い。この点を考慮するには個別医薬品データを使

用した長期的価格動態分析が必要になる。第3は

(7)'式の特定化と異なり、人口増加、年齢構成、

疾病構造の変化等の変数を明示的に導入すること

が必要な場合も存在する。

以上のような研究方法論上の限界があるがこの

論文では次の点が明らかにできた。まず、日本の

医薬品需要量は量的拡大によって特徴付けられた

が、それは市場販売価格低下、薬価低下によって

もたらされた。しかし薬価に対する弾力性 (α)

は1990年代末にはOに近づき、薬価低下が医薬品

需要の量的拡大を招く傾向はほぼ解消された。現

在行われている薬価制度改革論ではさらに薬価低

下が需要量の減少と両立するような仕組みが提案

されている。さらに市場販売価格低下年率の相違は

依然として需要量の増加を左右する。その低下年率

が大きいほど需要量の増大が予想されるのであ

る。しかし、医薬品供給者の売上額(市場販売価

格表示)や、利益を示す生産者余剰は薬価低下年率、

市場販売価格低下年率にはほとんど影響を受けない

ことが予想される。すなわち、売上額も生産者余

剰も現在の水準で均衡状態に達して、 2005年まで

成長のない状態が続くと考えられる。実はこの傾

向はすでに1995年から始まっているのであり(表

3、第3欄)、日本の医薬品産業においてはシミ

ュレーションで分析した2005年までこれが持続す

る。これはこの研究で想定した薬価低下年率、市場

販売価格低下年率のいかなる組合せにおいても当て

はまる結果であり、現行の薬価制度と類似の制度

が維持され、薬価低下と市場販売価格低下が持続

する限り、製薬産業の売上額と利益額の増大はあ

りえないという結論が導かれる。このとき産業全

体では固定された利益の分配をめぐり製薬企業聞

の競争、あるいは製薬企業と卸業者の聞の分配交

渉が激化することが容易に推測される。

いずれにしても本研究の方法と結果は、将来検

討される薬価制度改革の政策内容に関してその経

済的帰結の予測と評価について使用できることが

示された。これは現状の薬価制度改革が専門家の

経験的知識に基づく予測に基づいて議論に終止す

るのに対し、シミュレ}ションにより政策の経済

的帰結を数値によって明示できるという利点があ

る。
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注

1 制度企画部会(1999)ω

2 日本医師会、日本製薬団体連合会、日本医薬

品卸業連合会、米国製薬工業協会、欧州ビジ

ネス協会医薬品委員会等がある O

3 I日本型参照価格制度J(厚生省、与党医療

保険制度改革協議会)、「薬剤定価・給付基準

額制J(制度企画部会)、「自由価格・購入価給

付制J(日本製薬団体連合会)等である。

4 たとえば政策担当者の当初の提案である「日

本型参照価格制度」は医療保険の維持と財政

支出抑制が政策目的であったと考えられるが、

提案においてはこれらの点は意外なことに必

ずしも強調されていない。

5 日本医師会の提案では薬価差を解消する代わ

りに、それに相当する額を新たに医師の技術

科として導入することが主張されている。他

方、製薬業界の提案では、製薬企業のR&D利
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益の確保が強調され、却業界の提案では安定

的な一定率のマージンが強調されている。こ

のように薬価制度が実現すべき政策目的にお

いて関係主体によって著しく異なる。

6 たとえば薬価制度においては「薬価差」の役

割と評価が重要であるが、薬価差の額につい

ては断片的にしか公表されず、その定量的分

析もなされていなし、

7 内部の非公開データを用いた分析結果はより

詳細な情報を利用できるという利点があるが、

他方、実際に行われたデータ処理や分析方法

が外部の研究者には確認ができず、研究の再

現性に問題がある。一般に医療政策の分析で

は非公開データを用いた分析が多いが、いず

れもこの点が研究上の限界となる。

8 1999年7月の時点で薬価制度改革の課題とし

て日本医師会が提案した内容はこの点であり、

特許期間が終了し、後発品が存在する医薬品

であるいわゆる「長期収載品」は先発品と後

発品を含めて同一の医薬品とし、その取引価

格の「平均値」によって薬価を設定すべきと

いうことであった。

9 実務においては「納入価格」という表現が一

般的に用いられるが、ここでは公定価格であ

る薬価に対して市場価格という特徴を強調す

るために市場販売価格という用語を用いる。

10 患者の効用関数をU (qD， qN) とする。 qDは医

薬品需要量、 qNはその他の財に対する需要量

とし、7を薬価、 pNをその他の財の価格とする。

医薬品の需要関数は通常の需要理論により、

所得制約の下での患者の効用最大化行動とし

て求められる。

11 このとき患者の効用の最大化ではなく医療機

関・薬局の薬価差益の最大化行動として求め

られる。このとき医薬品需要量は薬価と市場

販売価格に依存する。



できない。このような理由で本研究では消費

者余剰を利用しないことにした。

医薬品のような新製品が導入される財の卸売

物価指数は、新製品の質と旧製品の質の相違

を正確に反映することが困難で、あり、この意

味で集計的な卸売物価指数を使うことには限

界がある。

次式で表されるようにウェイトをO期の数量

とするラスパイレス指数である。

15 

アメリカ合衆国の医薬品産業を対象にして、

需要の価格弾力性が一定の関数を使用した研

究にAbott(1995) 7)がある。

この(7)，式をさらに変形すると各期の需

要量の変化率を要因分解した次式が得られる。
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12 

13 

(子)=α(子)+ベサ)+(ザ) 16 

2:ptiqoi 

pr=さPoiqoi

これは次式のようにウェイトをt期の価格と

するパーシェ指数で、ある。

三q伊r
q(= ~ 
2:qoipti 

17 

これは需要量変化率(ムq/q，)が3つの要素に

分解できることを意味する。第 1項は αと薬

価変化率(ム子~/玄)との積で、薬価変化に

よる需要量の変化率を示す。第2項は fJtと市

場販売価格の変化率(ムp，/P，) との積で、市

場販売価格による需要量の変化率である。第

3項は誤差項の変化率(ム/1，//1，)である。

需要の予測値は(ムq/q，)Eで、あり、

このようにして計算された薬価指数は次式で18 

(与チベ子)+ 17t (子) 表される。

2:Poiqoi '2，Pliqoi 2:P2iq1i '2，pit_Iqit_2 

Pt=右京詰qoi 言百五五7とする。

消費者余剰 (CS)が医療機関・薬局をあわ

せた余剰dEPの面積で定義されるとする。

14 

2:P;'qit_1 

ヱptt_Iqtt_1

ω=fktd仇)川

z
o
 
q
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℃山
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一/J
'q
 

一P
す
ん
『
包

1 1 
Pt=宝石Z-1

Kt (Pt)α (Pt) 1-l1t 

庁t-I
1 

2: fJi，.1 qL / 2: f?t-I qit_2 

このときqiの成長率がq，で、すべての4について等

しいときは次式となりラスパイレス指数にー

致する。

ヱPotqoi
Pt=さPoiqoi

この需要曲線については需要が薬価と市場販

売価格のそれぞれについての弾力性が一定で

あることを仮定している。このため消費者余

剰の大きさは、弾力性の推計値、薬価、市場

価格のわずかな相違によって大きく異なる。

さらに最終消費者である患者の消費者余剰と

は区別される意味での医療機関・薬局にとっ

ての消費者余剰の経済的意味が明確には定義



19 

しかし一般にはP，はラスパイレス指数Pfでは

ない。

ラスパイレス指数による薬価指数と市場販売

価格指数の比は次のように表される。これは

当期の薬価表示の医薬品支出額と市場販売価

格表示の医薬品支出額の比率とは異なるため

薬価差を正確には反映しないが、傾向を表わ

す指標としては使用可能である。

一一三Ptiqoi '2，]5崎f
Pt 生 Pt_ i一一一士
Pt p，L '2，P/qoi '2，Ptiqti 

20 

21 

22 

23 

卸売物価指数を利用したP，はラスパイレス指数

Pfに等しいが、 P，はPfと異なる。

市場販売価格の低下年率が実際よりも過小推

定されている可能性がある。例えば卸業者の実

際の納入価格ではなく、それよりも高く設定

されている製薬企業の希望納入価格を日本銀

行に対して卸売価格として報告するような場

合である。この点は不明で、ある O 他方、薬価低

下年率が実際よりも過大に推定されている可

能性もある。例えば高薬価の新薬が積極的に

導入され、需要が低薬価の医薬品から高薬価

の医薬品に移るとき、薬価指数は実際の薬価

指数を下回る。これらはすべて指数の限界で

あり、これらの可能性を検討するためには個

別医薬品ごとの薬価データが必要である。

現行の薬価制度では市場販売価格を基準に薬

価を設定するため、両者に大きな格差がない

ような数値例を選択した。

政府の当初の提案は参照価格制と購入価格給

付制であり、給付価格である薬価を購入価格

が上回る場合は患者負担とするという提案に

なっていた。

薬効別の薬価差は公表されていないため、薬

効別の薬価指数の妥当性が確認できない。し

かし、循環器官用薬について1980年の薬価指

薬価低下政策と医薬品需要の実証分析 73 

数を150として薬価指数を作成し、同様の推定

を行うと次のように推定される。

logZt=5.431叩-1.600***log (P，) ，R2=0.86， d.f= 16 
(0.293) (0.152) 
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Price Control and the Demand for 

Pharmaceuticals in Japan 
-Forecast and Evaluation of Price Regulations by Simulation-

Tomofumi Anegawa，ph.D. * 

This study investigates the effects of the price regulations on the demand for the 

pharmaceuticals. 1 propose a method to estimate the effects of the official price and market 

price on the demand. Using the data on Japanese Pharmaceutical market between 1980-

1997， 1 conduct an empirical study. The estimated elasticity of demand with the official 

price is -0.61， which indicates that the price reduction had resulted in the increase in 

expenditure for pharmaceuticals. 1 also conduct a simulation analysis of price regulations. 

Japanese pharmaceutical industry is characterized by the growth in volume， while U.S. is 

by the price increase. The restraint of the demand had become more effective since 1992 

due to the new price scheme. The new price reform expected to take place in 2000 would 

restrain the producer surplus and sales at market price， while it would reduce 

pharmaceutical sales at the official price. The methods and results shown in this paper can 

be applied to analyses ofvarious proposals ofthe new price reform. 
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pharmaceutical， official price， demand， price elasticity， simulation 
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